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電話の史的展開とケータイ文化





































































































社会学部論叢　第20巻第 2 号2010. 3〔40〕
中でもブタペストの電話放送局テレフォン・ヒルモンドは，1893年から第一次世界大
戦後の20年以上にわたり，政治・経済・スポーツなどのニュース，講演，演劇，音楽会，
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くつかに電信局が設置された。このように電信の実用化に明治政府が性急になったのは，















































































































































































































1991（平成 3 ）年，NTTが220gという軽量のムーバPを発売，翌1992（平成 4 ）年に
は携帯電話事業に特化するためにNTTドコモがNTTから分社して発足する。NTTドコ
モは1993（平成 5 ）年 3 月から首都圏でデジタル携帯電話サービスを開始し，同年10月
には携帯電話の保証金（10万円）を廃止した。1995（平成 7 ）年にはNTTドコモがデ






























携帯電話の加入契約数をみると，1993（平成 5 ）年度はまだ約200万台で，国民 1 人
当たりでは 2 ％にも満たない加入率であったが，1994（平成 6 ）年度には433万台と倍
増し，1995（平成7）年度には1,171万台と 1 千万台をこえ，その後も1996（平成 8 ）年
度には2,691万台，1997（平成 9 ）年度には3,826万台，1998（平成10）年度には4,731万
台と急増し，1999（平成11）年度には国民 1 人当たりの加入率も40％をこえた。そして
2007（平成19）年度には 1 億272万台，2008（平成20）年度には 1 億749万台，加入率も
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は，サービスの質的な向上が課題となってくる。料金値下げだけでなく，デジタル化による
データ通信をはじめとした新たなサービス展開が求められるようになったのである。折しも，
アメリカをはじめとした欧米諸国でも電気通信事業の自由化が進められ，国際的な競争力向
上も重視されるようになったことから，1985（昭和60）年，電気通信事業は自由化され，そ
れまで電信電話事業を独占してきた電電公社は民営化され，代わって日本電信電話株式会社
（NTT）が成立，新たに数多くの事業者が電話事業に参入し始めた。これがきっかけとなり，
1990年代半ば以降，携帯電話やインターネットが急速に普及することになる（松田，2008）。
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